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１．はじめに 

 

我が国においては，1995年に阪神淡路大震災，201

1年に東日本大震災など，大規模地震がたびたび発生

しているように，地震リスクを潜在的に抱えている．

加えて，全国の各地には密集市街地1)と呼ばれる市街

地が約25,000ha存在しており，このような地域では，

火災が発生した際，消防力を上回る速度で延焼が拡

大し，避難や消火活動に支障が出ることが懸念され

ている．前述の2つの地震でも，地震火災の被害は少

なからず報告されており2)，3)，対策の導入は急務で

あると言える． 

ハード対策が実施されることが望ましいが，経済

的な問題や私権制限の存在等，多数の要因が絡み合

っており，なかなか実施に移せていないのが現状で

ある．そこで重要となるのが，地震火災を想定した

訓練を実施する等のソフト対策である．著者らは，

火災延焼シミュレーション・システムを開発してお

り，これにより，市街地の地震火災リスクを定量的

に評価することができる．しかし，ソフト対策の実

施にあたって，システムが持つ効果については検証

がされていない． 

そこで本研究では，大震時火災延焼シミュレーシ

ョン・システムのリスクコミュニケーション・ツー

ルとしての効果を検証することを目的とする．地震

火災の危険性が高い地域にシミュレーション・シス

テムを適用し，地震火災リスクを提示するとともに，

ワークショップを開催する．その活動のなかで，ア

ンケートによる住民意識調査を行い，シミュレーシ

ョン・システムの持つ効果を検証する． 

 

２．火災延焼シミュレーション・システムについて 

 

 本研究で使用する火災延焼シミュレーション・シ

ステムは，対象とする地域の都市構造データを作成

し，風向・風速ならびに出火点を設定することで，

経過時間毎の延焼状況と延焼面積が出力されるシス

テムである．定量的かつ視覚的にシミュレーション

結果が示される点は，このシステムの大きな特徴で

ある． 

 

３． 対象地域 

 

本研究では，図-1に示す香川県丸亀市土居町2丁目

と，図-2に示す愛媛県松山市西長戸町を，シミュレー

ション対象地域と設定した．土居町2丁目は，既往研

究の対象地域であった香川県丸亀市御供所町と同じコ

ミュニティに属しており，木造住宅が密集しているた

め，対象地域として選定した．西長戸町については，

松山市内の某連合自主防災組織が結成されている地域

の中でも，特に木造住宅が密集している地区であると

考え，対象地域として選定した． 

 

４．アンケートによる住民意識調査 

 

前章で取り上げた2つの地域のシミュレーション

を用いて，シミュレーション・システムの持つ効果

を検証するために，アンケートによる住民意識調査

を行うこととした．ワークショップの参加者を対象

とし，シミュレーションを見る前後で同一内容のア 

 

 

 

図-1 香川県丸亀市土居町2丁目の地図 

 

図-2 愛媛県松山市西長戸町の地図 
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ンケートに回答してもらい，前後での意識変容の評

価を行う．なお，土居町2丁目のワークショップ参

加者は，土居町2丁目在住の方のみ（44人）で構成

されているが，松山市のワークショップ参加者は，

西長戸町在住の方ではなく，愛媛県中予地区高等学

校PTA会員の方（71人）で構成されている． 

 アンケート内容は，個人属性・リスク認知・自助・

共助・公助の 5 項目のついて尋ねる質問を作成した．

すべての質問内容は表-1 に示す．それぞれの質問は，

表-1 に示すように分類分けをする．アンケートの前後

の結果を比較することで，シミュレーションが与える

効果を分析する．なお，それぞれの質問は「非常にそ

う思う」，「そう思う」，「どちらともいえない」，

「あまりそう思わない」，「全くそう思わない」の 5

段階で評価していただく．アンケートの回答は，「非

常にそう思う」を+2，「全くそう思わない」を-2 と数

値化し，分析をしていく．また，前述の通り，2 つの

地域では被験者の構成に違いがあるので，地域間での

比較も同時に行っていく． 

 アンケートの結果を表-2から表-5に示す． 

 リスク認知を問う質問（問 1）では，土居町 2 丁目

では前後での意識変化は見られなかったが，松山市で

は 5%有意で前後に差が見られた．土居町で変化が見

られなかったのは，既往研究で同じコミュニティ内の

市街地のシミュレーションを提示したことがあるため，

今回シミュレーションを見る以前からある程度地震火

災を認知していたことが影響していると考える．一方，

多くの人がシミュレーションを初めて見た松山市では，

前後に差が見られたため，シミュレーションを見せる

ことで地震火災というリスクを認知させる効果がある

と推察される． 

自助意識を問う質問（問 9）では，土居町 2 丁目，

松山市の両地域において，10%有意で前後に差が見ら

れた．火災の延焼を視覚的に見せるシミュレーション

は，自助意識の向上に繋がると言える． 

 共助意識を問う質問（問8）では，土居町2丁目，松

山市の両地域において，有意性が見られず，前後に差

が見られなかった．前述の通り，シミュレーションは

火災の延焼状況を示すのみであり，要援護者の支援に

ついての意識には結びつかないと推察される． 

 公助意識を問う質問（問6）でも，共助意識と同様に，

有意性が見られず，前後に差が見られなかった． 

 

５．終わりに 

 

火災延焼シミュレーション・システムの提示には，

地震火災のリスク認知と自助の意識を変化させる効

果がある一方，火災延焼のみを提示するシステムで

あるため，共助・公助の意識を変化させる効果がな

いことが分かった．今後はシミュレーション結果を

伝えるだけでなく，結果に伴う避難行動について情報

を伝えていく必要があると考えられる． 
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表-1 アンケートの質問内容 

 

表-2 リスク認知を問う質問の回答結果 

 

表-3 自助意識を問う質問の回答結果 

 

表-4 共助意識を問う質問の回答結果 

 

表-5 公助意識を問う質問の回答結果 
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